
 

摂津市木造住宅耐震改修補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３

号。以下「耐促法」という。）の趣旨に鑑み、大阪府地域住宅計画に基づき本市に存

する既存木造住宅（国、都道府県又は市町村等が所有する木造住宅を除く。）の耐震

改修を行う当該既存木造住宅の所有者等に対し、予算の範囲内において、摂津市木

造住宅耐震改修補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、住宅の耐

震改修を促進し、もって地震による人的・物的な被害の軽減を図ることを目的とす

る。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 木造住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第２

条第１号に規定する建築物のうち木造のもので、かつ一戸建ての住宅、長屋住宅又

は共同住宅に該当するもの（店舗等の用途を兼ねる場合は、住宅に供する部分の床

面積が延べ面積の２分の１以上であること。）をいう。 

(2) 耐震診断 耐促法第４条第２項第３号に規定する技術上の指針に基づき、摂津

市既存民間建築物耐震診断補助金交付要綱第２条第４号に規定する耐震診断技術

者が木造住宅の耐震性について判定することをいう。なお、判定の方法は、一般財

団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める「一般

診断法」又は「精密診断法（時刻暦応答計算による方法を除く。以下同じ。）」とす

る。 

(3) 耐震改修技術者 次に掲げる建築技術者をいい、その者が所属する建築士法

（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定により登録を受けている建

築士事務所及び建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項に規定する建

設業者を含むものとする。 

ア 一般財団法人日本建築防災協会が主催する「木造住宅の耐震診断及び補強方

法」に関する講習会の受講修了者で、かつ建築士法第２条第１項に規定する建築

士 

イ 公益社団法人大阪府建築士会主催の「既存木造住宅の耐震診断・改修講習会」

の受講修了者で、かつ受講修了者名簿に登録されている者 

(4) 耐震改修 耐震改修計画又は耐震改修工事をいう。 

(5) 耐震改修計画 耐震診断の結果、総合評価における上部構造評点（以下「数値」

という。）を次の数値以上に高めるための計画で、耐震改修技術者が作成したもの。 

ア 数値１．０未満の木造住宅に対し、１．０以上に高める計画 

イ 数値１．０未満または耐震性が不足すると市長が認める木造長屋住宅におけ

る一部住戸に対し、公的機関の試験等によりその性能が確認されている耐震シ

ェルターを設置し、居住空間の耐震性を確保する計画 

(6) 耐震改修工事 耐震改修計画に基づき、耐震改修技術者による工事監理が行わ

れる工事をいう。 



 

(7) 除却工事 建設業者が行う工事で、耐震性が不足すると市長が認める木造住宅

の全部を除却する工事をいう。 

 

（補助対象建築物） 

第３条 補助金の交付の対象となる木造住宅（以下「補助対象建築物」という。）は、

本市に存する住宅で、次の各号のいずれの要件にも該当するもの及びこれに準ずるも

のとして市長が適当と認めるものとする。ただし、既にこの要綱に基づき、補助金の

交付を受けたものを除く。 

(1) 原則として、法の規定に適合し、昭和５６年５月３１日以前に法第６条第１項

の規定による建築主事の確認を受けて建築された木造住宅であること。 

(2) 所有者が現に居住又はこれから居住しようとするもの 

(3) 前号の規定にかかわらず、除却工事にあっては、所有者が現に居住若しくは使

用している、又はこれから居住若しくは使用しようとするもの 

(4) 耐震診断の結果、総合評価における上部構造評点が数値１．０未満であること。 

 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次

に掲げるものとする。 

 (1) 前条に規定する補助対象建築物を所有する個人であること。 

(2) 補助金の交付申請時の直近における年間の課税所得金額（補助対象者の属する

世帯の全員の課税所得金額を合算した額。）が５，０７０，０００円未満の者であ

ること。 

(3) 除却工事については、第 1 号の規定にかかわらず資産の額（預貯金、有価証券

（申請時の評価概算額）が１，０００万円以下であること。 

 

（補助対象費用） 

第５条 補助金の交付の対象となる費用は、耐震改修に要する経費のうち、次に掲げ

る経費とする。 

(1) 耐震改修計画の設計に要する費用（耐震シェルターを除く。） 

(2) 耐震改修工事に要する費用（当該耐震改修工事に必要となる撤去費及び再仕上

げ等の費用を含む。） 

(3) 除却工事に要する費用 

 

（補助金の額等） 

第６条 耐震改修に対する補助金の額は、次の各号に掲げる額の合計額（１，０００円

未満の端数があるときは、これを切り捨てた額。）とする。 

(1) 前条第１号にかかる補助金の額は、耐震改修計画の設計に要する費用の７割と

する。ただし、限度額は１棟当たり１００，０００円とする。 

(2) 前条第２号にかかる補助金の額は、１棟当たり７００，０００円を限度額とす

る。ただし、補助対象者の属する世帯の月額所得（世帯員の合計所得金額から地

方税法第３１４条の２に規定する障害者控除額、寡婦（寡夫）控除額、配偶者控

除額及び扶養控除額を差し引いた金額を合算し、その金額を１２で除した額をい



 

う。）が２１４，０００円以下の場合は、１棟当たり９００，０００円とする。 

(3) 租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）の規定により、補助対象者が既存

住宅の耐震改修をした場合に、当該補助対象者の所得税額から特別控除される額 

(4) 前条第３号に係る補助金の額は、1 棟当たり４００，０００円（長屋又は共同

住宅にあっては、１戸当たり４００，０００円として算出して得た額とし、上限を

８００，０００円とする。なお除却工事に要する費用が４００，０００円未満の場

合は、その額とする。）を限度額とする。 

 

（事前協議） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、耐震改修工

事にあってはあらかじめ耐震改修計画の案を策定し、必要書類を添えて市長と協議

しなければならない。 

 

（補助金の交付申請） 

第８条 前条に規定する事前協議を経て、申請者は、耐震改修に係る計画設計及び耐

震改修工事または除却工事（以下「耐震改修工事等」という。)に着手する前に、必

要書類を添えて市長に交付申請しなければならない。ただし、申請の期限は当該年

度の１月末日までとする。 

 

（補助金の交付決定及び通知） 

第９条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、当該申請の内容を審査

し、必要に応じて現地調査を行い、補助金の交付の可否を決定し、当該申請者に通知

するものとする。この場合において、市長は、当該補助金の交付について条件を付す

ことができる。 

 

（耐震改修の着手） 

第１０条 前条の規定による補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補助決定者」

という。）は、当該通知を受け取った日から３０日以内に耐震改修工事等に着手する

ものとし、着手したときは直ちに着手届を市長に届け出なければならない。 

 

（変更及び中止の届出） 

第１１条 補助決定者は、第８条の規定による申請の内容を変更しようとするときは、

速やかに市長に申請し、市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による承認の申請があった場合において、その内容を審査し、

適当と認めるときは、補助決定者に通知するものとする。この場合において、必要と

認めるときは、補助金の額その他補助金の交付の決定に係る内容等を変更すること

ができる。 

３ 補助決定者は、やむを得ない理由により耐震改修工事等を中止しようとするとき

は、速やかに市長に届け出なければならない。 

４ 前項の規定による耐震改修工事中止の届出が受理されたときは、第９条の規定に

よる補助金の交付の決定は、取り消されたものとみなす。 

 



 

（中間検査） 

第１２条 補助決定者は、市長が次に掲げる指定する工程において、現地（耐震改修工

事が行われている場所をいう。以下同じ。）での確認を受けなければならず、必要書

類を添えて、中間検査を市長に申請しなければならない。 

(1) 基礎の配筋が完了し、コンクリート打設を行う前（基礎の耐震改修工事が含ま

れる場合に限る。） 

(2) 補強した部分（内部及び接合部分を含む。）が目視で確認できる時期 

２ 市長は、前項の申請のあった日からおおむね４日以内に、現地において中間検査

を行うものとする。ただし、市長は、前項の規定により提出された必要書類等によ

り、当該耐震改修工事が耐震改修計画に基づき適正に実施されていることが確認で

きる場合で、市長がやむを得ない事情があると認めるときは、書面等による検査に

代えることができる。 

３ 市長は、前項の中間検査について、その全部又は一部を委任又は委託により行わ

せることができる。 

 

（完了報告） 

第１３条 補助決定者は、耐震改修工事等が完了したときは、完了した日から起算し

て１５日以内又は当該会計年度の３月１５日のいずれか早い日までに、必要書類を添

えて市長に報告しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１４条 市長は、前条の規定による完了報告書を受理したときは、当該完了報告の

内容を審査し、耐震改修工事等が適正に行われたと認める場合、補助金の額を確定

し、補助決定者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第１５条 補助決定者は、前条の規定による通知を受けたときは、必要書類を添えて、

市長に当該通知に定める補助金の交付確定額を請求するものとする。 

２ 補助決定者が、前項の補助金交付の請求をするにあたり、その請求および受領を

耐震改修工事を行った施工業者（以下「耐震事業者」という。）に委任する場合は、

前項に加え、代理受領に係る委任状（様式第１４号）を添付しなければならない。こ

の場合において、前項中「補助決定者」とあるのは「耐震事業者」と読み替えるもの

とする。 

３ 市長は、前項の規定による請求書を受理したときは、当該請求の内容を審査し、適

当と認めるときは、補助決定者に対し補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１６条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補

助金の交付決定を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させるもの

とする。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき、又は受けようとした

とき 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき 



 

(3) 補助金の交付決定に付した条件に違反したとき 

(4) この要綱の規定又はこれに基づく指示に違反したとき 

(5) 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当であると認められ

るとき 

２ 前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、市長は、当該補助決

定者に対し、通知するものとする。 

３ 第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、当該取消し

に係る補助金を既に交付しているときは、市長は、当該補助決定者に対し、期限を定

めて補助金の返還を命じることができる。 

 

（指導及び助言） 

第１７条 市長は、補助事業の適正かつ円滑な執行を図るために、補助決定者に対し、

必要な報告を求め、指導及び助言をすることができる。 

 

（委任） 

第１８条 この要綱の実施に関して必要な事項については、市長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２０年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年１２月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 



 

摂津市木造住宅耐震改修補助金交付要綱施行細則 

 

（趣旨） 

第１条 この細則は、摂津市木造住宅耐震改修補助金交付要綱（以下「要綱」という。）

第１８条の規定に基づき、補助金の交付について必要な事項を定めるものとする。 

 

（事前協議時の必要書類） 

第２条 要綱第７条に規定する協議をしようとする者は、摂津市木造住宅耐震改修補

助金申請に係る事前協議書（様式第１号）に次の書類を添えて、市長と協議するもの

とする。 

(1) 建築年月日が確認できる書類（例：確認済証、検査済証、登記事項証明書、固

定資産税納税通知書） 

(2) 建物現況図（位置図、配置図、平面図） 

(3) 耐震診断報告書 

(4) 耐震改修計画書（計画平面図、補強計画図、使用材料の資料、認定書等） 

(5) 耐震改修工事後の平面図 

(6) 効果判定書（改修工事後の耐震診断の数値が１．０以上に高まることがわかる

もの） 

(7) 耐震改修計画設計費の見積書 

(8) 工事詳細見積書（耐震改修工事とその他の工事に要する工事費がわかるもの） 

(9) 建築物の所有者がわかる書類 （例：登記事項証明書、固定資産税納税通知書） 

(10) 住民税決定証明書 

(11) 住民票の写し 

(12) 除却工事にあっては、第４号、第５号、第６号及び第７号は除くものとし、当

該申請に係る木造住宅の所有者の資産に関する誓約書(様式第１７号)を添付 

(13) 耐震シェルターにあっては、第６号及び第７号は除くものとする。 

(14) 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（補助金交付申請時の必要書類） 

第３条 要綱第８条に規定する補助金の交付申請は、摂津市木造住宅耐震改修補助金

交付申請書（様式第２号）に次の書類を添えて行うものとする。 

(1) 事前協議書 一式 

(2) 耐震改修技術者であることを証する書類 

(3) 建築物の所有者が複数あるときは、申請者以外の者の同意書（ただし、同一世

帯人の場合は除く。） 

(4) 前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（交付決定通知） 

第４条 要綱第９条に規定する補助金の交付を決定したときは、摂津市木造住宅耐震

改修補助金交付可否決定通知書（様式第３号）により交付する旨当該申請者に対し

通知するものとする。なお、市長が不交付を決定したときは摂津市木造住宅耐震改

修補助金交付可否決定通知書（様式第３号）により交付できない旨当該申請者に対



 

し通知するものとする。 

（着手届の提出） 

第５条 要綱第１０条に規定する着手の届出は、摂津市木造耐震改修（計画設計及び

工事）着手届（様式第４号）により行うものとする。 

 

（工事の変更及び中止の手続） 

第６条 要綱第１１条第１項に規定する変更の申請は、摂津市木造住宅耐震改修補助

に係る変更承認申請書（様式第５号）に次の書類を添えて行うものとする。 

(1) 変更工事詳細見積書 

(2) 変更内容がわかる書類 

２ 同条第２項に規定する変更申請を承認したときは、摂津市木造住宅耐震改修補助

に係る変更承認通知書（様式第６号）により補助決定者に通知するものとする。 

３ 同条第３項に規定する耐震改修工事の中止の届出は、摂津市木造住宅耐震改修補

助に係る中止届（様式第７号）により行うものとする。 

 

（中間検査申請時の必要書類） 

第７条 要綱第１２条第１項に規定する中間検査の申請は、摂津市木造住宅耐震改修

補助に係る工事中間検査申請書（様式第８号）に次の書類を添えて行うものとする。 

(1) 耐震改修工事工程及び写真 

(2) その他市長が必要と認める書類 

 

（完了報告時の必要書類） 

第８条 要綱第１３条に規定する完了報告は、摂津市木造住宅耐震改修補助に係る工

事完了報告書（様式第１０号）に次の書類を添えて行うものとする。 

（1）摂津市木造住宅耐震改修補助に係る工事監理報告書（様式第９号） 

（2）耐震改修工事後の平面図（軽微な変更・修正があった場合） 

（3）耐震改修工事工程及び写真 

（4）耐震改修計画設計費用及び耐震改修工事費用に係る請求書又は領収書の写し 

（5）前各号に定めるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 要綱第１４条に規定する補助金の額の確定通知は、摂津市木造住宅耐震改修

補助金交付額確定通知書（様式第１１号）により行うものとする。 

 

（補助金請求時の必要書類） 

第１０条 要綱第１５条第１項に規定する補助金の請求は、摂津市木造住宅耐震改修

補助金交付請求書（様式第１２号）及び口座振込依頼書（様式第１３号）に耐震改修

計画設計費用及び耐震改修工事費用に係る領収書の写しを添えて行うものとする。 

 

（補助金の交付の取り消し） 

第１１条 市長は、要綱第１６条第２項の規定による補助金の交付決定を取り消した

ときは、摂津市木造住宅耐震改修補助金交付決定取消通知書（様式第１５号）により



 

補助決定者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第１２条 要綱第１６条第３項の規定による補助金の返還命令は、摂津市木造住宅耐

震改修補助金返還命令書（様式第１６号）により行うものとする。 

 

附 則 

この細則は、平成２０年６月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和３年４月１日から施行する。 

 


